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総社市規則第１７号 

 

  総社市建築基準法施行細則の一部を改正する規則 

 

総社市建築基準法施行細則（平成１７年総社市規則第１５１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という。）に対応する同表の改正後の欄中条，項及び号の表示に下線が引かれた条，

項及び号（以下「移動後条項等」という。）が存在する場合には，当該移動号を当該移動後条項等とし，移動号に対応する移動後条項等が存在しない場合に

は，当該移動号（以下「削除号」という。）を削り，移動後条項等に対応する移動号が存在しない場合には，当該移動後条項等（以下「追加条項等」とい

う。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示，削除号及び様式の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が

引かれた部分（号の表示及び追加条項等を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正部分に対

応する改正後部分が存在しない場合には，当該改正部分を削り，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部分を加える。 

次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式を削る。 

 

改 正 後 改 正 前 

    

 （確認申請書の添付図書） 

第３条 法第６条第１項の規定による確認の申請書（以下「確認申請書」と

いう。）には，省令で定めるもののほか，次の各号に掲げる図書を添付し

なければならない。 

(１) 法の規定に基づく許可若しくは認定又は県条例の規定に基づく認定

を受けた建築物を建築する場合 当該許可又は認定の通知書の写し並

びに申請書に添えた配置図及び各階平面図の写し 

(２) 工場又は危険物の貯蔵若しくは処理の用途に供し，又はこれらの用途

を伴う建築物を建築する場合 危険物の数量表兼工場・事業調書 

(３) 政令第１３７条の２から第１３７条の１２まで又は第１３７条の１

６（第２号に限る。）に規定する範囲内において既存の建築物（法第８

 

（確認申請書の添付図書） 

第３条 法第６条第１項の規定による確認の申請書（以下「確認申請書」と

いう。）には，省令で定めるもののほか，次の各号に掲げる図書を添付し

なければならない。 

(１) 県条例第３条第２項第４号の規定により，がけに近接して居室を有す

る建築物を建築する場合 がけの上，下端から当該建築物までの水平距

離，がけの形状，高さ等を明示した図書 

(２) 工場又は危険物の貯蔵若しくは処理の用途に供し，又はこれの用途を

伴う建築物を建築する場合 工場調書（様式第１号） 

(３) 政令第１３７条の２から第１３７条の１２までに規定する範囲内に

おいて既存の建築物を増築し，改築し，又は大規模の修繕若しくは模様



改 正 後 改 正 前 

６条の７第２項に規定する場合においては，同項の当該増築等をする独

立部分に限る。）を増築し，改築し，移転し，又は大規模の修繕若しく

は模様替えをする場合 既存不適格調書 

(４) 法第５１条ただし書（法第８７条第２項又は第３項において準用する

場合を含む。）の規定により政令第１３０条の２の３に規定する規模の

範囲内において建築物を新築し，増築し，又は用途を変更する場合 不

適格特殊建築物調書 

(５) 前各号に掲げるもののほか，建築主事が必要と認める図書 

 

（名義変更等） 

第５条 建築主は，法第６条第１項（法第８７条の２又は法第８８条第１項

若しくは第２項において準用される場合を含む。）又は法第６条の２第１

項（法第８７条の２又は法第８８条第１項若しくは第２項において準用さ

れる場合を含む。）の規定により確認済証の交付を受けた建築物，建築設

備又は工作物について，当該工事を完了する前に次の各号のいずれかに該

当する変更等があったときは，名義変更等届を建築主事又は指定確認検査

機関に提出しなければならない。 

 

(１) 略 

 

(２) 略 

 

(３) 工事施工者の決定又は変更 

(４) 敷地の地名地番の変更 

２ 指定確認検査機関は，前項の提出を受けたときは，その旨を市長に報告

しなければならない。 

（取りやめ届等） 

第６条 法第６条第１項（法第８７条第１項，法第８７条の２又は法第８８

条第１項若しくは第２項において準用される場合を含む。）又は法第６条

の２第１項（法第８７条第１項，法第８７条の２又は法第８８条第１項若

しくは第２項において準用される場合を含む。）の規定による確認済証の

交付を受けた者は，当該確認済証の交付を受けた建築物，建築設備又は工

作物の工事を取りやめたときは，遅滞なく工事取りやめ届に確認済証を添

替えをする場合 不適格建築物調書（様式第２号） 

 

 

(４) 法第５１条ただし書（法第８７条第２項又は第３項において準用する

場合を含む。）の規定により政令第１３０条の２の３に規定する規模の

範囲内において建築物を新築し，増築し，又は用途を変更する場合 不

適格特殊建築物調書（様式第３号） 

 

 

（名義変更等） 

第５条 建築主は，法第６条第１項（法第８７条の２又は法第８８条第１項

若しくは第２項において準用される場合を含む。）又は法第６条の２第１

項（法第８７条の２又は法第８８条第１項若しくは第２項において準用さ

れる場合を含む。）の規定により確認済証の交付を受けた建築物，建築設

備又は工作物について，当該工事を完了する前に次の各号のいずれかに該

当する変更等があったときは，名義変更等届（様式第４号）を建築主事に

提出するか，又は所定の様式により指定確認検査機関に届け出なければな

らない。 

(１) 略 

(２) 建築主の住所又は氏名の変更 

(３) 略 

(４) 工事監理者の住所又は氏名の変更 

 

 

２ 指定確認検査機関は，前項の届出を受けたときは，その旨を市長に報告

しなければならない。 

（取りやめ届等） 

第６条 法第６条第１項（法第８７条第１項，法第８７条の２又は法第８８

条第１項若しくは第２項において準用される場合を含む。）又は法第６条

の２第１項（法第８７条第１項，法第８７条の２又は法第８８条第１項若

しくは第２項において準用される場合を含む。）の規定による確認済証の

交付を受けた者は，当該確認済証の交付を受けた建築物，建築設備又は工

作物の工事を取りやめたときは，遅滞なく工事取りやめ届（様式第５号）



改 正 後 改 正 前 

えて建築主事又は指定確認検査機関に提出しなければならない。 

 

２ 法，政令，省令，県条例又はこの規則により申請をした者は，当該申請

に係る確認，許可等の処分を受ける前に当該申請を取り下げるときは，申

請取下書を市長又は建築主事に提出しなければならない。 

３ 指定確認検査機関は，第１項の提出を受けたときは，その旨を市長に報

告しなければならない。 

（確認申請手数料等の減免） 

第７条 市長は，次の各号の定めるところにより，総社市手数料条例（平成

１７年総社市条例第５９号）第３条の規定により，別表第３に規定するそ

れぞれの申請手数料（以下「確認申請手数料等」という。）を免除するも

のとする。 

 

(１)及び(２) 略 

２ 略 

３ 前２項（第１項第２号を除く。）の規定により確認申請手数料等の減額

又は免除を受けようとする者は，各申請書を提出する際に，確認申請手数

料等減免申請書に地方公共団体の発行する罹災証明書その他の必要な証

明書を添えて市長に提出しなければならない。ただし，確認申請手数料等

の減額又は免除を受けた者が当該建築物又は建築設備若しくは工作物に

ついて当該減額又は免除を受けた手数料以外の確認申請手数料等の減額

又は免除を受けようとするときは，当該証明書を添えることを要しない。 

 

 

 

 

 

（許可申請の添付図書等） 

第８条 法第４３条第１項ただし書，法第４４条第１項第２号若しくは第４

号，法第４７条ただし書，法第４８条第１項ただし書，第２項ただし書，

第３項ただし書，第４項ただし書，第５項ただし書，第６項ただし書，第

７項ただし書，第８項ただし書，第９項ただし書，第１０項ただし書，第

１１項ただし書，第１２項ただし書若しくは第１３項ただし書（法第８７

に確認済証を添えて建築主事に提出するか，又は所定の様式により指定確

認検査機関に届け出なければならない。 

２ 法，政令，省令，県条例又はこの規則により申請をした者は，当該申請

に係る確認，許可等の処分を受ける前に当該申請を取り下げるときは，申

請取下書（様式第６号）を市長又は建築主事に提出しなければならない。 

３ 指定確認検査機関は，第１項の届出を受けたときは，その旨を市長に報

告しなければならない。 

（確認申請手数料等の減免） 

第７条 市長は，次の各号の定めるところにより，総社市手数料条例（平成

１７年総社市条例第５９号）第３条の規定により，別表第３に規定するそ

れぞれの申請手数料（以下「確認申請手数料等」という。）を免除するも

のとする。ただし，第１号の場合は，同別表第３第２項に規定する申請手

数料を除き，確認申請手数料等を免除するものとする。 

(１)及び(２) 略 

２ 略 

３ 前２項（第１項第２号を除く。）の規定により確認申請手数料等の減額

又は免除を受けようとする者は，確認申請書を提出する際に，確認申請手

数料減免申請書（様式第７号），完了検査申請手数料減免申請書（様式第

７号），中間検査申請手数料減免申請書（様式第７号），許可申請手数料

減免申請書（様式第７号），認定申請手数料減免申請書（様式第７号），

承認申請手数料減免申請書（様式第７号），認定又は許可の取消し申請手

数料減免申請書（様式第７号）に地方公共団体の発行するり災証明書その

他の必要な証明書を添えて市長に提出しなければならない。ただし，確認

申請手数料等の減額又は免除を受けた者が当該建築物又は建築設備若し

くは工作物について当該減額又は免除を受けた手数料以外の確認申請手

数料等の減額又は免除を受けようとするときは，当該証明書を添えること

を要しない。 

（許可申請の添付図書等） 

第８条 法第４３条第１項ただし書，法第４４条第１項第２号若しくは第４

号，法第４７条ただし書，法第４８条第１項ただし書，第２項ただし書，

第３項ただし書，第４項ただし書，第５項ただし書，第６項ただし書，第

７項ただし書，第８項ただし書，第９項ただし書，第１０項ただし書，第

１１項ただし書，第１２項ただし書若しくは第１３項ただし書（法第８７



改 正 後 改 正 前 

条第２項又は第３項において準用する場合を含む。），法第５１条ただし

書（法第８７条第２項又は第３項において準用する場合を含む。），法第

５２条第１０項，第１１項若しくは第１４項，法第５３条第５項第３号，

法第５３条の２第１項第３号若しくは第４号（法第５７条の５第３項にお

いて準用する場合を含む。），法第５５条第３項各号，法第５６条の２第

１項ただし書，法第５７条の４第１項ただし書，法第５９条第１項第３号

若しくは第４項，法第５９条の２第１項，法第６０条の２第１項第３号，

法第６７条の３第３項第２号，第５項第２号若しくは第９項第２号，法第

６８条第１項第２号，第２項第２号若しくは第３項第２号，法第６８条の

３第４項，法第６８条の５の３第２項，法第６８条の７第５項又は法第８

５条第３項若しくは第５項の規定による許可を申請しようとする者は，当

該申請書の正本及び副本に，それぞれ，次に掲げる図書又は書面を添えて，

市長に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物 

 

 略 

(２) 法第５６条の２第１項ただし書，法第６８条の３第４項又は法第６８

条の５の３第２項の規定による許可を申請しようとする者にあっては，

次の表に掲げる図書 

 略 

(３) 法第４８条第１項ただし書，第２項ただし書，第３項ただし書，第４

項ただし書，第５項ただし書又は第６項ただし書の規定による許可を申

請しようとする者にあっては，危険物の数量表兼工場・事業調書 

(４) 法第５５条第３項各号，法第６８条の３第４項又は法第６８条の５の

３第２項の規定による許可を申請しようとする者にあっては，追加調書 

 

(５) 略 

２ 法第５３条第４項の規定による許可を申請しようとする者は，当該申請

書の正本及び副本に，それぞれ，次に掲げる図書又は書面を添えて，市長

に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

条第２項又は第３項において準用する場合を含む。），法第５１条ただし

書（法第８７条第２項又は第３項において準用する場合を含む。），法第

５２条第１０項，第１１項若しくは第１４項，法第５３条第４項若しくは

第５項第３号，法第５３条の２第１項第３号又は第４号（法第５７条の２

第３項において準用する場合を含む。），法第５５条第３項各号，法第５

６条の２第１項ただし書，法第５７条の４第１項ただし書，法第５９条第

１項第３号若しくは第４項，法第５９条の２第１項，法第６０条の２第１

項第３号，法第６７条の２第３項第２号，第５項第２号若しくは第９項第

２号，法第６８条第１項第２号，第２項第２号若しくは第３項第２号，法

第６８条の３第４項，法第６８条の５の３第２項，法第６８条の７第５項

又は法第８５条第３項若しくは第５項の規定による許可を申請しようと

する者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，次に掲げる図書又は

書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物（1／2,500の都市計画

図） 

 略 

(２) 法第５６条の２，法第６８条の３第４項又は法第６８条の５の３第２

項の規定による許可を申請しようとする者にあっては，次の表に掲げる

図書 

 略 

(３) 法第４８条第１項ただし書，第２項ただし書，第３項ただし書，第４

項ただし書，第５項ただし書又は第６項ただし書の規定による許可を申

請しようとする者にあっては，工場調書（様式第１号） 

(４) 法第５５条第３項各号，法第６８条の３第４項又は法第６８条の５の

３第２項の規定による許可を申請しようとする者にあっては，追加調書

（様式第８号） 

(５) 略 

２ 法第５３条第４項の規定による許可を申請しようとする者は，当該申請

書の正本及び副本に，それぞれ，次に掲げる図書又は書面を添えて，市長

に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 
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図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物 

 

 略 

(２)～(４) 略 

３ 法第８８条第２項において準用する法第４８条第１項ただし書，第２項

ただし書，第３項ただし書，第４項ただし書，第５項ただし書，第６項た

だし書，第７項ただし書，第８項ただし書，第９項ただし書，第１０項た

だし書，第１１項ただし書，第１２項ただし書若しくは第１３項ただし書，

法第５１条ただし書又は法第８７条第２項若しくは第３項中法第４８条

第１項ただし書，第２項ただし書，第３項ただし書，第４項ただし書，第

５項ただし書，第６項ただし書，第７項ただし書，第８項ただし書，第９

項ただし書，第１０項ただし書，第１１項ただし書，第１２項ただし書若

しくは第１３項ただし書若しくは法第５１条ただし書に関する部分の規

定による許可を申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，そ

れぞれ，次に掲げる図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物 

 

 略 

(２) 略 

（認定申請の添付図書等） 

第９条 法第４４条第１項第３号，法第５５条第２項，法第５７条第１項，

法第６８条第５項，法第６８条の３第１項から第３項まで若しくは第７

項，第６８条の４，法第６８条の５の２，法第６８条の５の５第１項若し

くは第２項，法第６８条の５の６，法第８６条の６第２項，政令第１３１

条の２第２項若しくは第３項又は政令第１３７条の１６第２号の規定に

よる認定を申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞ

れ，次に掲げる図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物（1／2,500の都市計画

図） 

 略 

(２)～(４) 略 

３ 法第８８条第２項において準用する法第４８条第１項ただし書，第２項

ただし書，第３項ただし書，第４項ただし書，第５項ただし書，第６項た

だし書，第７項ただし書，第８項ただし書，第９項ただし書，第１０項た

だし書，第１１項ただし書，第１２項ただし書若しくは第１３項ただし書，

法第５１条ただし書又は法第８７条第２項若しくは第３項中法第４８条

第１項ただし書，第２項ただし書，第３項ただし書，第４項ただし書，第

５項ただし書，第６項ただし書，第７項ただし書，第８項ただし書，第９

項ただし書，第１０項ただし書，第１１項ただし書，第１２項ただし書若

しくは第１３項ただし書若しくは法第５１条ただし書に関する部分の規

定による許可を申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，そ

れぞれ，次に掲げる図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物（1／2,500の都市計画

図） 

 略 

(２) 略 

（認定申請の添付図書等） 

第９条 法第４４条第１項第３号，法第５５条第２項，法第５７条第１項，

法第６８条第５項，法第６８条の３第１項から第３項まで若しくは第７

項，第６８条の４，法第６８条の５の２，法第６８条の５の５第１項若し

くは第２項，法第６８条の５の６，法第８６条の６第２項又は政令第１３

１条の２第２項若しくは第３項の規定による認定を申請しようとする者

は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，次に掲げる図書又は書面を

添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 次の表に掲げる図書 

図書の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位，道路及び目標となる地物（1／2,500の都市計画
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 略 

(２) 略 

(３) 法第４４条第１項第３号，法第５５条第２項，法第５７条第１項，法

第６８条の３第１項から第３項まで若しくは第７項，第６８条の４，法

第６８条の５の２，法第６８条の５の５第１項若しくは第２項，法第６

８条の５の６又は政令第１３１条の２第２項若しくは第３項の規定に

よる認定を申請しようとする者にあっては，追加調書 

 

(４) 略 

(５) 政令第１３７条の１６第２号の規定による認定を申請しようとする

者にあっては，既存不適格調書 

(６) 略 

２ 法第８６条の８第１項の規定による認定を申請しようとする者は，当該

全体計画が法第６条の３第１項に規定する確認審査を要するものである

ときは，省令第１０条の２３第１項から第５項までに規定する図書及び書

類のほか適合判定通知書又はその写しを添えて，市長に提出するものとす

る。 

 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の複数建築物に対する制限

の特例に係る認定又は許可の申請の添付図書等） 

第１１条 法第８６条第１項から第４項までの規定による認定又は許可を

申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，省令第

１０条の１６第１項第１号から第３号までに掲げるもののほか次に掲げ

る図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者の一覧 

 

(２)～(５) 略 

２ 前項に掲げるもののほか，省令第１０条の１６第１項第３号に規定する

同意を得たことを証する書面には，同意した者の印鑑証明書を添えるもの

とする。 

３ 法第８６条の２第１項から第３項までの規定による認定又は許可を申

請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，省令第１

図） 

 略 

(２) 略 

(３) 法第４４条第１項第３号，法第５５条第２項，法第５７条第１項，法

第６８条第５項，法第６８条の３第１項から第３項まで若しくは第７

項，第６８条の４，法第６８条の５の２，法第６８条の５の５第１項若

しくは第２項，法第６８条の５の６又は政令第１３１条の２第２項若し

くは第３項の規定による認定を申請しようとする者にあっては，追加調

書（様式第８号） 

(４) 略 

 

 

(５) 略 

 

 

 

 

 

 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の複数建築物に対する制限

の特例に係る認定又は許可の申請の添付図書等） 

第１１条 法第８６条第１項から第４項までの規定による認定又は許可を

申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，省令第

１０条の１６第１項第１号から第３号までに掲げるもののほか次に掲げ

る図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者の一覧（様式

第９号） 

(２)～(５) 略 

２ 前項に掲げるもののほか，省令第１０条の１６第１項第３号に規定する

同意を得たことを証する書面（様式第１０号）には，同意した者の印鑑証

明書を添えるものとする。 

３ 法第８６条の２第１項から第３項までの規定による認定又は許可を申

請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，省令第１
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０条の１６第２項第１号及び第２号又は第３項第１号及び第２号に掲げ

るもののほか次に掲げる図書又は書面を添えて，市長に提出するものとす

る。 

(１) 公告対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者の一覧 

 

(２)～(５) 略 

４ 省令第１０条の１６第２項第２号に規定する書面は，当該申請に係る建

築物の計画に関する説明のために講じた措置を記載したものとする。 

 

５ 省令第１０条の１６第３項第２号に規定する同意を得たことを証する

書面には，同意した者の印鑑証明書を添えるものとする。 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の複数建築物に対する制限

の特例に係る認定又は許可の取消しの申請の添付図書等） 

第１２条 法第８６条の５第２項又は第３項の規定による認定又は許可の

取消しを申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，

省令第１０条の２１第１項第１号及び第２号に掲げるもののほか次に掲

げる図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 取消対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者の一覧 

 

(２)～(５) 略 

２ 前項に掲げるもののほか，省令第１０条の２１第１項第２号に規定する

全員の合意を証する書面には，合意した者の印鑑証明書を添えるものとす

る。 

 

（特定建築物の定期調査報告） 

第１４条 略 

（特定建築設備等の定期検査報告） 

第１５条 略 

（道路の位置の指定申請書等） 

第１６条 法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定又はそ

の変更若しくは廃止を申請しようとする者は，道路の位置の指定（変更・

廃止）申請書に権利者の一覧及び承諾書その他市長が必要と認める図書を

添えて市長に提出しなければならない。 

０条の１６第２項第１号及び第２号に掲げるもののほか次に掲げる図書

又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

 

(１) 公告対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者の一覧

（様式第９号） 

(２)～(５) 略 

４ 省令第１０条の１６第２項第２号に規定する当該申請に係る建築物の

計画に関する説明のために講じた措置を記載した書面（様式第１１号）に

よる。 

５ 省令第１０条の１６第３項第２号に規定する同意を得たことを証する

書面（様式第１０号）には，同意した者の印鑑証明書を添えるものとする。 

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の複数建築物に対する制限

の特例に係る認定又は許可の取消しの申請の添付図書等） 

第１２条 法第８６条の５第２項又は第３項の規定による認定又は許可の

取消しを申請しようとする者は，当該申請書の正本及び副本に，それぞれ，

省令第１０条の２１第１項第１号及び第２号に掲げるもののほか次に掲

げる図書又は書面を添えて，市長に提出するものとする。 

(１) 取消対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者の一覧

（様式第９号） 

(２)～(５) 略 

２ 前項に掲げるもののほか，省令第１０条の２１第１項第２号に規定する

全員の合意を証する書面（様式第１２号）には，合意した者の印鑑証明書

を添えるものとする。 

 

（特殊建築物の定期調査報告） 

第１４条 略 

（昇降機等の定期検査報告） 

第１５条 略 

（道路の位置の指定申請書等） 

第１６条 法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置の指定又はそ

の変更若しくは廃止を申請しようとする者は，道路の位置の指定（指定変

更・指定廃止）申請書（様式第１４号(その１)）に権利者の一覧（様式第

１５号）及び承諾書（様式第１６号）その他市長が必要と認める図書を添
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２ 略 

３ 市長は，第１項の申請に対し道路の位置の指定又はその変更若しくは廃

止の決定をしたときは，道路の位置の指定（変更・廃止）通知書を当該申

請者に交付するものとする。 

（道路等に関する事業の施行区域内における道路の位置の指定の廃止） 

第１６条の２ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定による

供用開始がなされた幅員４ｍ以上の道路の区域内に存する指定道路（前条

第３項の規定により道路の位置の指定を受けた道路をいう。以下同じ）は，

当該区域内に存する部分に限り，前条の規定にかかわらず，廃止されたも

のとみなす。 

２ 市長は，前項の規定によりその全部又は一部が廃止された指定道路に係

る残存部分で，特に必要がないと認めるものについては，前条の規定にか

かわらず，廃止することができる。 

３ 市長は，第１項の規定により指定道路の全部又は一部が廃止されたとみ

なされた場合，又は前項の規定により指定道路の全部又は一部を廃止した

場合は，その旨を公告しなければならない。 

 

（工事監理状況の報告） 

第２３条 工事監理者等は，法第１２条第５項の規定により建築主事等から

建築物に関する工事監理の状況に関して報告を求められたときは，工事監

理状況報告書を提出しなければならない。 

 

（その他） 

第２６条 この規則に定めるもののほか，必要な事項及び様式に関しては，

市長が別に定める。 

えて市長に提出しなければならない。 

２ 略 

３ 市長は，第１項の申請に対し道路の位置の指定又はその変更若しくは廃

止の決定をしたときは，道路の位置の指定（指定変更，指定廃止）通知書

（様式第１４号(その２)）を当該申請者に交付するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工事監理状況の報告） 

第２３条 工事監理者等は，法第１２条第５項の規定により建築主事等から

建築物に関する工事監理の状況に関して報告を求められたときは，工事監

理状況報告書（様式第１７号）を提出しなければならない。 

 

（その他） 

第２６条 この規則に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

 

 

様式第１号（第３条関係） 略 

様式第２号（第３条関係） 略 

様式第３号（第３条関係） 略 

様式第４号（第５条関係） 略 

様式第５号（第６条関係） 略 

様式第６号（第６条関係） 略 
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様式第７号（第７条関係） 略 

様式第８号（第８条，第９条関係） 略 

様式第９号（第１１条，第１２条関係） 略 

様式第１０号（第１１条関係） 略 

様式第１１号（第１１条関係） 略 

様式第１２号（第１２条関係） 略 

様式第１３号（第１４条関係） 略 

様式第１４号（第１６条関係） 略 

様式第１５号（第１６条関係） 略 

様式第１６号（第１６条関係） 略 

様式第１７号（第２３条関係） 略 

  

 

附 則 

この規則は，平成３０年４月１日から施行する。 

 


